
進するため多くの学外研究員を擁している。本ナノ特プロでは，絶えず研究成果の社会還元を念頭に置いて活動

するものである。

ナノ特プロは，４つの研究部門を持つ。第一部門は村上浩一教授（物理工学系）をリーダーとする ｢機能発現

ナノ構造サイエンス研究｣ 部門であり，第二部門は谷田貝豊彦教授（物理工学系）をリーダーとする ｢識別ナノ

計測サイエンス研究｣ 部門であり，第三研究部門は大塚洋一教授（物理学系）をリーダーとする ｢協奏的ナノ機

能研究｣ 部門である。第四部門は，各々の部門の共通基盤としての ｢計算科学量子論的アプローチ｣ 部門であり，

押山淳教授（物理学系）がリーダーである。本プロジェクトの役割は，この四つの部門が独自の研究を進め，互

いにデータを交換し，それぞれの部門における研究を高め，活性化することである。また，部門リーダーの主導

の下，産官学が連携し大型の外部資金を獲得し，結果として新たな研究組織を立ち上げて行くところにある。

第一研究部門では，ナノサイエンスとバイオの掛け橋を行うことを目指し，各人の研究テーマを進めるほか，

勉強会・研究会を４回開催した。毎回，ナノサイエンスとバイオ関係の発表をほぼ１：１の割合で行い，それぞ

れの分野の研究者が別の分野の研究状況を学び，議論することのできる場にした。第二研究部門では，特に，（1）

ナノスケールのプローブを持つ走査顕微鏡，ＡＦＭ電気化学顕微鏡などを用いた局所計測法，（2）コヒーレントト

モグラフィなど表面敏感計測技術の利用，（3）極微細加工技術を駆使して，ナノ構造（フォトニック結晶など）を

創製しマクロ的な物性を計測する方法，などを中心に，互いの研究の情報交換とそれに基づいて共同研究をすす

めた。第三研究部門では単一及び集合ナノ構造体の光学的，電気的，磁気的機能を中心に研究を進めている。

｢計算科学量子論的アプローチ｣ 研究部門では，従来の手法である密度汎関数法による，多岐に亘る物質群の性

質・機能の解明・予測とともに，新手法としてのナノワイヤーのコンダクタンス計算手法を開発した。成果は，

（1）ナノ構造形成の機構解明と処方箋の探索，（2）ナノ物質での新物性・新機能の予測，（3）精巧なナノマシーン

としてのバイオ物質への量子論的アプローチ，の３つにまとめられる。

２ 自己評価と課題

ナノサイエンスという幅広い概念の下，多くの分野から精鋭の研究者に集まっていただいた。今年度は基本的

に各人の研究テーマを進めるとともに相互の理解と交流を深める１年であった。各部門を単位とした活発な研究

会を行うことができた。また，特プロ全体の成果発表会も行い，思いがけない感動と知的好奇心を満足させてく

れる発表も多かった。Face- to- faceの交流はすばらしいものであり，実り多いものであることが実際に理解でき

た。いろいろな方向を向いた研究者各人の活発な研究と相互交流を繰り返すことによって，数本の大きな流れと

方向が ｢創発｣ されるような予感がする１年であり，今後そのように進展するよう努力したい。

獲得性環境因子の生体応答システム特別プロジェクト研究組織

１ 獲得性環境因子の生体応答システム特別プロジェクト研究組織の活動

｢獲得性環境因子の生体応答システム｣ 特別プロジェクトは平成14年４月１日に発足した５年間の期限つき研

究組織であり，本年度は発足初年度である。本学８学系に所属する31名の教官と筑波研究学園都市内の５研究所

に所属する８名，総数39名で構成する本研究組織は，（1）獲得性環境因子の生体蓄積・生体応答機構に関する研究，

（2）ゲノム情報の機能発現変換システムに関する研究，および（3）環境因子の変動と生態系の連鎖応答に関する研究

をそれぞれ推進している。

本研究プロジェクト組織は，ポストゲノム研究の一環としてゲノム情報だけに依存しない後天的獲得性環境因

子を研究して，生体の高次制御応答システムを分子・細胞・個体レベルで明らかにすることを目的としている。

また，｢筑波研究学園都市｣ 内の各種研究機関と有機的に連携して，国内外での生命科学研究分野の研究中核拠

点（先導的拠点）となり，｢筑波研究学園都市｣ 発信型の次世代を担う若手研究者育成を目指している。今年度

は，６名の講演者による国内シンポジウム１件と，５名の講演者によるセミナー５件を開催した。また，国際学

会発表と共同研究遂行のために５件の海外派遣を実施した。

本年度に国際的な評価を受けた研究成果は，平成14年度 ｢獲得性環境因子の生体応答システム特別プロジェク
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ト研究報告書｣ に詳述されている。

２ 自己評価と課題

与えられた５年間の研究期間の初年度となる14年度は研究目標の再確認とプロジェクト研究遂行の準備期間と

位置づけていたが，本研究プロジェクト組織の学内外の研究者間によるいくつかの共同研究が実施され，きわめ

て国際的評価の高い研究学術論文を出すことができた。研究組織内での共同研究を今後とも奨励し，筑波研究学

園都市内の各種研究機関との実質的な接点を広げていきたい。また，本研究プロジェクト組織に与えられた研究

専従教官枠６名の人事をすべて公募で行い，助教授１名，講師４名，および助手１名が着任した。ほぼセット

アップも終わり徐々に研究成果を上げつつあり，大いなる発展を期待したい。
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